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岩 崎 育 夫
そもそも私はシンガポールの地域研究を出発点 と している者である。現在のシンガポール政
治は、 リー ・クア ンユーを頂点 とする人民行動党の一党支配体制 にあるが、その一党支配体制
の成立を見てい くと、政治体制は単に権力支配だけのためではな く、経済成長 というもう一っ
の目的があった。経済成長を支えるものと して堅固な政治体制があ り、政治体制は経済成長に
よって更に正当性を与え られてい くという、政治 と経済の循環構造がある。他方、経済開発パ
ター ンに着 目すると、 シンガポールは基本的に外資に依存 して成長を遂げてきた ものであるが、
で は地場資本は何の役割 も果たさなか ったのか という疑問が起 こって くる。シンガポールは植
民地時代 には華僑ネ ットワークの一大拠点であ ったが、この華僑資本はシンガポール工業化 に
一体 どういう役割を果た したのか。 また、ここ数年の中国を頂点 とす るアジアの開発 ブームの
中で、 シンガポール華人資本 も積極的な投 資を行 っているのが見 られ る。この華人資本は、シ
ンガポールの政治経済の中でどういう機能 を担ってきたのか。
このような政治、経済、華人資本 という、 シンガポールの政治経済をめ ぐるい くっかのテー
マを一っにまとめてみると、 「開発体制」というキー ワー ドが浮かび上がって くる。 これはま
た東アジアと東南アジアに共通する政治の仕組みで もあるだろう。開発体制 という視点か ら、
現代東南アジア諸国の政治 と経済を考え、今 日の問題提起 としてみたい。
そもそ も 「開発体制」 とは何か、いっ出来たのか、ASEAN諸 国ではどの国がそ うなのか
ということが問題になるだろう。イン ドネシアの1965年以降のスハル ト体制期、 シンガポール
では1965年以降の独立国家期の、 リー ・クア ンユー体制期 になる。マ レー シアでは1981年に登
場 したマハティール以降だが、1971年のブ ミプ トラ体制以降 とす る説 もある。 フィリピンでは
マルコス体制期、タイでは1957年のサ リッ ト体制が開発体制 として括れると思 う。
開発体制の出現を国際的要因、地域要因、国内要因で考えてみたい。国際的要因としては、
政治分野では1965年に本格化 したアメ リカのベ トナム介入が指摘できる。東南アジアに反共政
権を作 り、共産主義の拡大を防 ぐと同時に、東南アジアの拠点に しようとした。それが開発体
制を支えた国際的な政治的要因と言え るだろ う。他方、経済的要因 もあ る。開発体制は基本的





地域要因には、イン ドネ シアの 「9・30」事件を挙げたい。東南アジア諸国は、独立以降、
どこも共産党の反乱に悩 まされていたが、 「9・30」事件によってPKIが 壊滅す る。 これは、
単にインドネシアの政治権力構造を組み替えただけでな く、東南アジアに共通 していた共産主
義の脅威が内部か ら消えていった。 これが開発体制の政治基盤 を強化す る意味合いを持 ったの
ではないか と考え られる。
国内要因を各国別に見ていくときりがない。各国で開発体制出現の時期が違って いるのは、
それは国内要因に求め られるとだけ指摘 してお く。
「開発体制」とは 「開発を正当性に掲げる権威主義的体制」と定義 してお きたい。発展途上
国は、独立後、どの国で も開発に取 り組んできた。 しか し開発が単に国家課題の諸 々の目標の





ラー ト官僚の台頭がみ られ る。政治 システムでは、 シンガポール、マ レーシア、イ ンドネシア
の三国に言え ることだが、それまでの複数政党制による競合が、開発体制の下では見事なまで
に一っの政党に権力が収敏 してい く。逆 にいえば政党政治の衰退が共通の現象 として指摘で き
る。 このようなシステムの上 に進め られた開発メカニズムは、国家が積極的に経済介入 し、外
国資本 ・援助の活用 と、テクノクラー ト官僚を中心 と した開発行政で進め ることにあり、その
結果、今 日見 られるASEAN諸 国の経済成長が もた らされたと考え られ る。
では、体制を支えた国際的枠組みは何か。ASEAN諸 国はいずれ も反共国家 として生 まれ
た もので、アメ リカが政治的軍事的な後ろ盾にな っている。 アメリカのプレゼ ンスの下で、欧
米や日本の資本 ・投資を受け入れることによ って、ASEAN諸 国は政治安定を達成 し、経済
成長を進めて いった。 これ は時期的には1980年代後半までのことである。
冷戦終焉前後の時期か ら、東南アジアだけでな く、広 くアジア全域に新 しい現象が起 こって
きた。 これが1990年代に開発体制が変容 してい く際の背景なので いくつか指摘 してみたい。
まず、アジアにおける成長、 この場合は地域経済圏が生まれたということが挙げられ る。東
南アジアで言えば、タイを中心に したバーツ経済圏、シンガポールを中心 とした成長の三角地
帯がそ うで、東アジアで も香港を中心 とした華南経済圏、あるいは韓国 ・北朝鮮を軸 とした環
日本海経済圏とい うよ うに、 アジア各地で地域経済圏が生 まれてきた。 これが1990年代以降に、
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開発体制が変容 してい く一っの経済的な下敷きになっていると思われる。 もう一っ、東アジァ
の開発体制(韓国 ・台湾)が、成長 の結果、権威主義的体制か ら民主主義体制に移行 した こと
を挙げてお きたい。 ここではその移行 自体を議論す るのではなく、その後ASEAN諸 国の開
発体制では、民主主義体制への移行が起こっていないという一っの対照事例 として、東アジナ
の例を指摘 してお くことにとどめたい。最後の要素 として、冷戦体制下では、東南アジアは反共
ASEAN諸 国 と社会主義 ブロックの二っに分かれていたが、1990年頃か ら社会主義 ブロック
も市場経済化 に転換 していくことが挙げ られる。 これにより、社会主義 ブロックがASEAN
型の開発体制に近づいていく現象が起 こったのである。
ところで、開発体制は政治安定 と経済成長のメカニズムであ った。ではこの結果ASEAN
諸国では、国内の政治経済構造 において、あ るいはASEAN諸 国を取 り囲む地域要因におい
て、どのよ うな変化が起 こり、それはどういう意味合いを持 ったのか。まず、国内の政治面で
言えることは、政権の長期化であ る。スハル ト体制、PAP体 制、マハティールを頂点とする
UMNO体 制のよ うに、開発体制は政権の長期化を帰結 した ことが指摘で きる。
経済の面では、開発パター ンは外国資本 に主導 されるものであ りなが らも、地場資本の台頭
が起こって きたことであ る。民族系のブ ミプ リやブ ミプ トラと呼ばれる資本、華人資本といっ
た地場資本が台頭 して、企業グループが形成された。これらの資本 は東南アジアの枠を超えて、
中国、アメ リカ》オース トラ リア、イギ リスにも積極的な海外投資を展開 している。
では、このような開発体制は東南アジアに何を もた らしたのだろう。東南アジアの歴史や伝
統は国によ って違 い、統一よりも多様 という理解が適切だと言われている。 しか し政治 システ
ム、経済開発パター ンに着 目すれば、それぞれの国の政治経済の伝統的構造やあ り方を超えて、
開発体制は一っの共通パターンを生む要因にな った と言えるのではないか。ASEAN諸 国、
あるいは東南アジアに共通す る政治経済システムという意味合いを持 っていると思 う。
東南 アジアは自律なのか他律なのか という議論 との関連で言えば、開発体制は、その出現に
おいてはまさに他律であった。ア メリカが政治 ・軍事的に支え、経済的に も外資によって支え
られた。だが、その成長過程で、結果 として開発体制 は自律的な要素を強めていった。開発体
制はASEANだ けでな く、韓国 ・台湾に も共通するものであ るが、この二っの国を支えた軍
事的バ ックボーンは、アメリカであり冷戦体制であ ったが、その崩壊後、二つの国はきれいに
民主化 されていった と言われる。 これはある意味で台湾と韓国における開発体制が、他律的な
ものであった一つの証拠 と言えるだろ う。
ASEAN諸 国では韓国 ・台湾と同 じように、開発体制が他律的に出現 しなが ら、自律へと
68
転換 していった。これが簡単に崩壊 しない理由の一っだと思 う。ASEAN諸 国に とって開発
体制は成長のたあの装置である一方、権力支配の装置という意味 も持っ。例えばマ レーシアで
は、開発とい う国家 目標が登場する前か ら、究極的な国家原理 としてブ ミプ トラ政策が存在 し
ていた。華人やイン ド人に対す るマ レー人の政治経済的優位を確保す る政策原理であ る。 マ
レー シアにとっての開発体制は、このブ ミプ トラ原理 を支え る任務 も与え られている。それ故
にマ レーシアでは簡単には開発体制は終わ らない。イ ンドネ シア、 シンガポールで も、権力の
支配装置という意味で説明す ることができる。
東南ア ジア も含めて、発展途上国が独立以降に持 った国家課題を考えてみ ると、独立当初 ほ
国家統合 ・国民統合が大きな課題であった。実際 に1945年か ら60年の前半頃までにその動 きが
見 られていた。それが一応達成された1965年頃になると、いずれの国で も開発が国家目標にな
り、開発体制が生 まれて くる。 しか し1980年代の後半になると、世界的な規模で民主化が大 き
な国家課題と して、全ての途上国国家の上にの しかかって きた。現代では国家課題が開発か ら
民主化へ と世界的な規模で展開 していると言えるだろう。 この国家統合一開発 一民主化 という
三っのキーワー ドの流れで言えば、韓国 ・台湾はこのモデル通 りに、年代に沿 って国家 目標が
きれいに転換 していった事例 とな る。それに対 して、今日の報告の核であるイン ドネシア、 シ
ンガポール、マレーシアの3力 国は、国家統合一開発 という点では同 じような転換を辿 って き
たが、体制 は民主化には向か っておらず、依然 として課題にとどまっている。
これと対比させ るたあに、他の国に も目を向けてみよう。例えば、中国では共産党の下で国
家統合を進めて きたが、文革の混乱期を通過 した後の1970年代末からは、開発と民主化は同時
的な課題として出現 してきている。 ミャンマーでは、基本的には国民統合が まだ達成 されてい
ないが、にも関わ らず同時に民主化、開発が国家課題として起こっている。その意味で、途上
国は国家統合一開発一民主化とい う三っの大 きな国家課題を共通 して持 って いるが、全ての国




与えてお り、開発体制は、 自国の成長を促 した。経済成長 しっっあ るアジアの文化社会は、
ヨーロッパの近代化論で言われるような近代化すべ き遅れた国々ではな く、それ 自体価値を
持 っているはずだ。 この ような自己再評価が、政治的な自己主張の下敷 きになっているので は
ないか と考え られる。
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具体的にASEAN諸 国の自己主張を見ると、近年、 シンガポールの リー ・クアンユー、マ
レーシアのマハティールは、自国の開発体制が成長を達成 し、国民 に生活 と政治安定を与えた
という自信を裏付けに、 しきりに欧米民主主義批判を展開 している。現代社会で は様々な民族
紛争、貧困、地域紛争という対立が起 こっている。その解決には、欧米の主導が不可欠だが、
欧米の政府 は必ず しも力を持っていない。それは欧米の民主主義体制が政府批判勢力に力を与
えた り、あるいはマ スコ ミに自由な発言を認めるので、政府の力が相対化されて しまい、問題
解決に政府が有効な機能を果 たせない。それ故、欧米の民主主義 は、我が国の政治体綱 には適




社会原理の上に立 った政治 システムの構築が必要である。一番望ま しい政治システムは、欧米
的な個人的自由を基盤にする民主主義で はな く、政府の力を受け入れ るようなシステムだと言
う。 この二人の 「開発体制民主主義」論 は、一面では今までの権威主義的開発体制を民主主義
といかに接合す るか、民主主義でいかに権威主義的開発体制を正当化するかという努力と読み
とれるが、ASEAN、 あるいは東南アジア地域内との連関で言えば、欧米という地域外大国
に対 して自己主張 したことに意義を持っ と言えるのではないだろうか。
これ以外に もARF(ASEAN地 域 フォーラム)や、マ レーシアのマハテ ィールを中心 に
EAECが 主張 されている。それらの有効性は別問題に して、ASEAN自 らがASEANを
ひとっの核 とする地域秩序を提唱を した意味は大 きいと思う。 というのは、ASEANを 含む
アジア太平洋地域の国際的な政治経済の枠組みは、今まではもっぱら欧米諸国が発案 し、形成
し、主導 して きた。今 までそれに従 うのみであったASEAN諸 国が、自ら制度的な枠組み形
成の主導権を発揮 しようと しているとい う点で、非常に面 白い動 きだと思 う。
1990年代以降の東南アジアが これか らどうなるのか、ASEAN諸 国の開発体制をキーワー
ドに、最後 にまとめとして提示 してみたい。最初に5力 国で出発 したASEANは7力 国にな
り、 さらに10力国になろうと している。ASEAN10が 新 しい東南アジア世界の政治の単位に
なっていくだろう。ただ、それによって各国の政治や伝統文化の違いが些少 され、一つの共同
体が生 まれ るとい うのではない。東南アジアが外 に対 して向か う場合の、一つの単位になって
い くということである。同 じようにEAEC構 想 は、東南アジアを核に経済圏を形成する議論
として浮上 している。その有効性や実現性は別問題 として、そういうものがこれか らのASEAN
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諸国、東南アジア諸国の経済 を考えてい く場合の枠組みになることは確かだ と思 う。
そ ういう前提の下 に、冷戦終焉後の東南 アジア地域を展望すると、重要な課題 は 「開発体
制」が今後 もキー ワー ドとして使えるのかどうかということにある。 これは開発体制という言
葉は、どこまで普遍性を持 っているのかという問題に置 き換え られる。先程、東南アジアの社
会主義圏が開発体制パター ンに近づいてきたと述べた。その場合 に念頭においていたの は、市
場経済化以降のベ トナムで、ASEAN開 発体制的な開発の仕組みを指向 しているのが見て取
れる。同様に、従来独自の政治経済路線を追求 してきた ミャンマー も、最近では軍事政権が、
イ ンドネシアの ゴルカルを政府モデルと して模索 している。遅れて開発に参入 して きた東南ア
ジア諸国は、ASEAN諸 国の開発体制を一っのモデルとしているわけで、ここでは開発体制
は一っの先行モデルとして存在 していると言 ってよい。 しか し、ASEAN諸 国では、結論的
な評価 として言 って しまえば、開発体制はとうに山を超えた政治 システムで はないだろ うか。
開発体制が21世紀になって も続 き、それを核に東南アジア諸国が一つの政治 システムになると
は考え られない。
では、開発体制に代わ りうる国家の正当性原理 は何 なのだろう。例えば、 タイでは国王が大
きなキーワー ドとなり、マ レーシアではブミプ トラを原理 とするように、ASEAN諸 国の政
治システムのキーワー ドは開発体制のような横並びの ものではな く、それぞれの国の伝統文化
や特殊性 に起 因 した原 理が追 求 されて い くことにな ると思 われ る。対 外的 にはARFや
EAECの よ うに、ASEAN10を 基盤 に共同歩調をとりつっ、国内的には個別伝統的な も
のを追求 してい くという、二重的な機能が現れて くるのではないだろ うか。
今回のテーマである外との地域連関で言えば、依然 と して欧米諸国の 「力」を必要 とする構
図は残 り続けていることを指摘 しなければな らない。ASEAN諸 国の開発体制民主主義論で
は、欧米に対する批判が出 されているが、それ信欧米諸国が主導する政治経済の枠組みの中で
の、細かい小状況での自己主張なのではないか。 ここに も二重構造があるという気がす る。
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コメ ン ト
小 笠 原 ・高 雪
私の研究課題 は現代ベ トナム外交史とベ トナムをめ ぐる国際関係史であ り、 このシンポ ジウ
ムとの主要な接点は、ベ トナム現代史の展開と東南アジア世界の形成 との相互作用にある。東
南アジアを海域世界 と考えるな らば、ベ トナムはもと もとは域外の国である。東南アジアとの
関わ りが深 まったの は比較的新 しいことに属するが、その過程においては、ベ トナムと域外大
国、とりわけ米国との関係が重要な影響を及ぼ して きた。両者は不可分の関係 にあり、その意
味では、ベ トナムの外延 に東南ア ジアがあ り、そのさらに外延に域外世界がある、といった構
図ですべてを語 りきろ うとするのは困難であろ う。
東南ア ジア諸国は、開発に正統性の基盤を求める権威主義体制に収敏 しっっある、との指摘
が岩崎さんからあったが、基本的には同感である。ベ トナムも類似の道 を歩 もうとしており、
ASEAN加 盟はその一っの現われ と言える。ただ しそこで見落 としてはな らないことは、ベ
トナムにとって、東南 アジア世界への参加 は、世界経済への参入 というグローバルな目標の一
環である、 ということだ。ベ トナムでは、早 くも1984年の時点で、党中央の公式文献のなかに、
「一っの世界市場の成立 」という議論が登場 している。 「一つの世界市場」が成立 した以上、
それに参入 しない限 り国家発展は考えられない、という認識 こそは、カ ンボジア問題の政治的
解決やASEAN加 盟を正当化 し、 さらに対米関係正常化、APEC加 盟の意思表明、EUと
の関係拡大などを促進する原動力であったのである。
したが って、ベ トナムの 「東南アジア国家化」という表現は、最近のベ トナム外交の描写とし
ては非常に適切であるが、その場合の東南アジアの捉え方には注意を要す る。 もしも東南アジァ
を一個の閉 じた システムのように観念するとすれば、大 きな誤解が生 じるだろう。ASEAN
加盟に端的に表現 され る 「東南アジア国家化」は、ベ トナムと米国を中心 とす る域外世界 との
関係変化、あるいはそれに対す るイメー ジ変化と連動 しなが ら進行 していることに注意 したい。







例えば、ベ トナムをめ ぐる国際関係をみると、実は1975～78年の段階 において、すでに 「ボ
ス ト冷戦」的な状況が出現 していた。ベ トナム戦争の終結を受けて、東南アジアの地域秩序を
形成 しようとする試みがベ トナムとASEANの 双方か らなされていた。 その試みは結果的に
挫折 したわけであるが、その最大の原因 は、ベ トナムとASEAN諸 国との間で、東南ア ジア
にお ける域外大国の位置づけ、とりわけ米国の役割 に関 し、見解が一致 しなか ったことにある。
これに対 し、1980年代の終わりから、最近に至る展開は、米越和解の過程とベ トナムのASEAN
への参加の過程が、相互補完的ない し相互促進的に進行 している。ベ トナムの対米認識は 「一
っの世界市場」論の登場を契機に大 きく変化 しはじめ、昨今では米国の政治的経済的存在を黙
認ない し歓迎 している。ASEAN諸 国の間で も、かつては大国の排除こそが東南アジアの平
和への道であるという考え方と、大国を引き込み均衡させることが地域の安定を可能にす ると
いう考え方 とが対立 したが、それ も1970年代の終わ り頃から次第に後者に傾斜 している。 こう
して、東南アジアにおける米国の役割について、ベ トナムを含む域内諸国の間の認識ギャップ
が縮まり、地域秩序の形成を不可能にするほどの決定的相違はな くな った。 こうしてみると、
1995年夏に対米関係正常化とASEAN加 盟がほとん ど同時 に実現 したのは、まことに象徴的
であ ったと言える。
最後に、拡大ASEANの 形成が地域連関に対 して持ちうる意味に関 して、問題提起を して
おきたい。ベ トナムの加盟によって、いわゆるrASEAN10」 が認識上の射程距離に入って
きたが、 この ことの意味 は単 に加盟国の数が増えた ことにとどまらない。そこには発足以来海
洋部を主要基盤 としてきたASEANが 、いよいよ大陸部を も本格的に包摂す るようになる、
という意味がある。大陸部 といって も多様であ り、それをベ トナムのみに代表 させ ることはで
きないが、加盟が大 きな突破口になるのは確かだろ う。 もしも 「ASEAN10」が実現すれば、
中華人民共和国との境界線 ぎりぎりまで、ASEANの 範囲が拡大す ることになる。 これは
ASEANの イニシアテ ィブであるばか りでな く、米国をは じめとす る域外諸国によって奨励
されてもいるか も知れない。 しか し、それが中国に対抗する固いブロックに発展す るか と言え
ば、それには大 きな留保が必要ではないか。
ふたたびベ トナムをめ ぐる国際関係をみると、ハ ノイを中心とする トンキン ・デルタ、いわ
ゆるベ トナム北部は、歴史的には中国の影響 力が及んで然るべき地域と して取 り扱われる傾向
が認め られる。1950年代 と60年代の米国でさえ、少なくともジュネーブ会議以後は、南ベ トナ
ム、ラオス、カ ンボジァの防衛 という以上の目的を掲げていない。同様の認識は他の域内諸国
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にも共有 されているので はないか。ベ トナムのASEAN加 盟が実現 したの も、域内諸国がカ
ンボジア紛争解決以後の中越関係の推移をみて、ベ トナムを含み込んだ拡大ASEANを 形成
して も、ASEANの 対中政策のペースが大 きく乱れ ることはないだろう、との見通 しを得た
か らなのではないか。 もしもそ うい う側面が存在するとすれば、拡大ASEANの 形成すなわ




立本 .「新東南ア ジア世界の シナ リオ」の
ところを もう少 しクリアに しておきたい。
政治にASEAN10が あ り、経済にアジア
経済圏が出て きて、政治 システムのr内 」
と 「外」では、 「外」が欧米諸国 とされて
いる。欧米諸国に対する内 というのは非欧
米諸国になる。非欧米諸 国、アジア経済圏、
ASEAN10、 そ して一番上 に世界経済が
考え られ るが、世界経済か ら非欧米諸国、
アジア経済圏、ASEAN10と 下 ってきた
ときに、ASEAN10は どのよ うな意味を
持つのか。その形成を必要 と したマ クロな
理由は何なのか。また開発体制とASEAN
10とはどう繋 ぐのか、繋 ぐことができるのか。














































のではな いか。 そ うい う意味で、 開発 体
制 はASEAN10と いうブロックの中で、
二っの違 った機能を持 っているという説明
ができる。
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